
市町の同意

市町

県

登記所

（公共事業用地調査区域）

交付申請、事業計画の提出

【事業概要】

【事業目的】

【対象区域のイメージ】

用地取得スケジュールに応じた調査の終了
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地籍調査の成果を迅
速に登記所備付地図
（不動産登記法１４条
１項地図）とする

県から市町へ協議

県が行う主要な公共工事において地図訂正を要する区域を対象に、市町が先行
して地籍調査をすることにより、公共事業の用地調査の測量経費削減及び工期短
縮を図るとともに、地籍調査を促進する。

公共事業連携先行地籍調査支援事業

県が「先行地籍調査実施候補区間」を提示

県が推進経費として
公共事業用地調査
面積に相当する地
籍調査費の５％を市
町へ支援

登記

地籍調査の促進
（波及効果、呼水効果）

事業効果の
早期発現

利用

先行地籍調査全体の調査区域

本事業負担対象区域


